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平成２９年度入間市下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 平成２９年度入間市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴  水 洗 化 戸 数                    ５４，４３０戸 

⑵  年 間 総 排 水 量                １６，１３５，０００㎥ 

⑶  一 日 平 均 排 水 量                    ４４，２０５㎥ 

⑷  主要な建設改良事業 

    汚水管渠布設工事                   ２８，４５８千円 

    汚水管渠更生工事                  １０１，１２１千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

    収 入  

第１款 下 水 道 事 業 収 益 ２，４０７，２１６千円 

 第１項 営 業 収 益  １，５７７，９１２千円 

 第２項 営 業 外 収 益  ８２９，３０４千円 

    支 出  

第１款 下 水 道 事 業 費 用 ２，３１５，３１９千円 

 第１項 営  業  費  用  ２，０５０，６２３千円 

 第２項 営 業 外 費 用  ２６３，４７９千円 

 第３項 特 別 損 失  ２１７千円 

 第４項 予 備 費  １，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額８８６，８９０千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額１９，５０２千円、減債積立金１１７，４８９千円、過年度分損益勘定留保資金

１６７，７８７千円、当年度分損益勘定留保資金５８２，１１２千円で補てんするもの

とする。）。 
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    収 入  

第１款 資 本 的 収 入 ２０１，２７９千円 

 第１項 企 業 債  １６３，０００千円 

 第２項 他 会 計 補 助 金  ３８，０００千円 

 第３項 負 担 金 等  ２７８千円 

 第４項 寄 附 金  １千円 

    支 出  

第１款 資 本 的 支 出 １，０８８，１６９千円 

 第１項 建 設 改 良 費  ２９０，６８１千円 

 第２項 企 業 債 償 還 金  ７９７，４８８千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額 

１資本的 

 支 出 

１建 設 

改良費 

入間市公共下水道管

路施設ストックマネ

ジメント基本計画及

び総合地震対策計画

業務委託 

千円 

66,960 

平成２９年度 39,744千円 

平成３０年度 27,216千円 

（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

入間市水洗便所改造資金融資あ

っせん制度による資金を融資し

た金融機関に対する損失補償 

契約締結の日から資金利用者

が借入資金返済完了まで 

弁済されない元利及び

遅延利息の合計額 
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（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道整備

事業 

千円 

93,000 
普通貸借 

又は 

証券発行 

３．０％以内 

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について、利率見直

しを行った後におい

ては、当該見直し後

の利率） 

借入先の融資条件に

よる。ただし、企業

財政の都合により据

置期間及び償還期限

を短縮し、若しくは

繰上償還又は低利に

借換えすることがで

きる。 

流域下水道整備

事業 

千円 

70,000 

計 
千円 

163,000 

   

 （一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴  営業費用及び営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額

に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

⑴  職員給与費           ８７，８０７千円 

 （他会計からの補助金） 

第１１条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２

８７，３３２千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１２条 たな卸資産の購入限度額は、２，３３３千円と定める。 

 

  平成２９年１月３１日提出 

                    入間市長  田 中 龍 夫 
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平 成 ２ ９ 年 度

入間市下水道事業会計予算説明書



収　入

予 定 額 備 考

1 下 水 道 2,407,216

事 業 収 益 1 営 業 収 益 1,577,912

1 下 水 道 使 用 料 1,452,089

2 雨 水 処 理 負 担 金 125,710

3 その他の営業収益 113

2 営 業 外 収 益 829,304

1 受 取 利 息 1

2 他 会 計 負 担 金 104,958

3 他 会 計 補 助 金 249,332

4 長 期 前 受 金 戻 入 474,000

5 雑 収 益 1,013

支　出

予 定 額 備 考

1 下 水 道 2,315,319

事 業 費 用 1 営 業 費 用 2,050,623

1 管 渠 費 91,752

2 流域下水道維持管理費 516,320

3 普 及 促 進 費 8,703

4 委 員 会 費 241

5 業 務 費 66,436

6 総 係 費 37,171

7 減 価 償 却 費 1,320,000

8 資 産 減 耗 費 10,000

2 営 業 外 費 用 263,479

1 支 払 利 息 212,551

2 雑 支 出 2,836

3 消費税及び地方消費税 48,092

3 特 別 損 失 217

1 過年度損益修正損 217

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

款 項 目

（単位：千円）

平 成 ２ ９ 年 度 入 間 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款 項 目
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収　入

予 定 額 備 考

1 資本的収入 201,279

1 企 業 債 163,000

1 企 業 債 163,000

2 他 会 計 補 助 金 38,000

1 他 会 計 補 助 金 38,000

3 負 担 金 等 278

1 受 益 者 負 担 金 278

4 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

支　出

予 定 額 備 考

1 資本的支出 1,088,169

1 建 設 改 良 費 290,681

1 事 務 費 27,842

2 管 渠 改 良 費 189,843

3 流 域 下 水 道 費 72,996

2 企 業 債 償 還 金 797,488

1 企 業 債 償 還 金 797,488

（単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目

（単位：千円）

款 項 目

- 5 -

− 302 −



予 定 額

1 営業収益 1,577,912

1 下 水 道 1,452,089

使 用 料 1 下 水 道 1,452,089 ○下水道使用料 1,452,089

使 用 料

2 雨水処理 125,710

負 担 金 1 雨水処理 125,710 ○雨水処理負担金 125,710

負 担 金

3 その他の 113

営業収益 1 手 数 料 113 ○指定工事店指定手数料 30

○責任技術者登録手数料 83

2 営 業 外 829,304

収 益 1 受取利息 1

1 預金利息 1 ○大口定期預金利息 1

2 他 会 計 104,958

負 担 金 1 一般会計 104,958 ○一般会計負担金 104,958

負 担 金

3 他 会 計 249,332

補 助 金 1 一般会計 249,332 ○一般会計補助金 249,332

補 助 金

4 長期前受 474,000

金 戻 入 1 受贈財産 253,054 ○受贈財産評価額長期前受金戻入 253,054

評価額長

期前受金

戻 入

2 寄附金長 3,505 ○寄附金長期前受金戻入 3,505

期前受金

戻 入

3 受益者負 65,238 ○受益者負担金長期前受金戻入 65,238

担金長期

前 受 金

戻 入

4 国庫補助 152,070 ○国庫補助金長期前受金戻入 152,070

金長期前

受金戻入

平成２９年度入間市下水道事業会計予算実施計画説明書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

項

 収　　　入

目 備　　　　　　考節

（単位：千円）
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予 定 額

5 県補助金 133 ○県補助金長期前受金戻入 133

戻入） 長期前受

金 戻 入

5 雑 収 益 1,013

1 延 滞 金 1 ○下水道事業受益者負担金延滞金 1

2 その他の 1,012 ○排水設備に係る書類のコピー代 9

雑 収 益 ○行政財産目的外使用料 3

○水洗便所改造資金融資預託金回収金 1,000

（2 営業外収益）（4 長期前受金

項 目 節 備　　　　　　考
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予 定 額

1 営業費用 2,050,623

1 管 渠 費 91,752

1 給 料 15,903 ○給料　４人 外２人（再任用短時間勤務職員） 15,903

2 手 当 5,988 ○住居手当 324

○通勤手当 409

○時間外勤務手当 518

○期末手当 2,304

○勤勉手当 1,478

○地域手当 955

3 賞与引当 1,797 ○期末手当 1,095

金繰入額 ○勤勉手当 702

4 賃 金 1,218 ○パート職員賃金 1,218

5 法 定 5,547 ○職員共済組合負担金 3,533

福 利 費 ○職員退職手当負担金 1,963

○公務員災害補償基金負担金 51

6 法定福利 300 ○職員共済組合負担金 300

費引当金

繰 入 額

7 被 服 費 52 ○職員貸与被服費 52

8 備消品費 322 ○維持管理消耗品 147

○現場用消耗品 43

○責任技術者用消耗品等 4

○事務用消耗品等 128

9 燃 料 費 83 ○自動車用燃料費 83

10 印 刷 50 ○排水設備検査用　 50

製 本 費

11 通 信 545 ○マンホールポンプ電話料金 545

運 搬 費

12 委 託 料 24,516 ○管渠調査清掃等委託料 17,928

○下水道台帳管理システム更新委託料 5,400

○下水道台帳システム保守業務委託料 1,188

13 手 数 料 10 ○車検代行手数料 10

14 賃 借 料 140 ○地理情報システム機器リース料 140

15 修 繕 費 27,730 ○管渠等修繕 27,540

○ガス検知器修繕 85

○自動車点検等 105

節

（単位：千円）

備　　　　　　考

 支　　　出

項 目
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予 定 額節 備　　　　　　考項 目

16 動 力 費 2,460 ○マンホールポンプ電気料金 2,460

17 材 料 費 2,160 ○マンホール蓋等 2,160

18 負 担 金 2,700 ○私道共同排水設備維持管理補助金 2,700

補助及び

交 付 金

19 保 険 料 222 ○下水道施設所有者賠償責任保険 161

○調査時賠償責任保険 15

○自動車保険料 46

20 公 課 費 9 ○自動車重量税 9

2 流域下水 516,320

道 維 持 1 流域下水 516,320 ○荒川右岸流域下水道維持管理負担金 516,320

管 理 費 道維持管

理負担金

3 普 及 8,703

促 進 費 1 委 託 料 1,809 ○水洗化普及促進等委託料 1,809

2 負 担 金 5,886 ○私道共同排水設備設置事業補助金 5,346

補助及び ○水洗便所改造資金補助金 540

交 付 金

3 貸 付 金 1,000 ○水洗便所改造資金融資預託金 1,000

4 水 洗 化 8 ○水洗便所改造資金利子補給金 8

利 子

補 給 金

4 委員会費 241

1 報 酬 211 ○上下水道審議会委員報酬　１５人 211

2 旅 費 30 ○費用弁償 30

5 業 務 費 66,436

1 手 数 料 66,436 ○下水道使用料徴収等手数料 66,436

6 総 係 費 37,171

1 給 料 14,187 ○給料　４人 14,187

2 手 当 6,728 ○扶養手当 564

○管理職手当 516

○住居手当 132

○通勤手当 125

○時間外勤務手当 476

○期末手当 2,417

○勤勉手当 1,581

○地域手当 917

3 賞与引当 1,900 ○期末手当 1,149

金繰入額 ○勤勉手当 751

(1 営業費用) (1 管渠費)
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予 定 額 備　　　　　　考項 目 節

4 法 定 6,383 ○職員共済組合負担金 4,150

福 利 費 ○職員退職手当負担金 2,176

○公務員災害補償基金負担金 52

○年金給付に要する費用 5

5 法定福利 359 ○職員共済組合負担金 359

費引当金

繰 入 額

6 旅 費 36 ○職員旅費 36

7 被 服 費 17 ○職員貸与被服費 17

8 備消品費 134 ○事務用消耗品 134

9 燃 料 費 45 ○自動車用燃料費 45

10 通 信 34 ○郵便料金 34

運 搬 費

11 委 託 料 3,042 ○企業会計システム保守管理業務委託料 396

○固定資産台帳管理システム保守業務委託料

486

○固定資産算定業務委託料 2,160

12 手 数 料 2 ○郵便振替手数料 2

13 修 繕 費 94 ○ＯＡ機器等修繕 54

○自動車点検等 40

14 研 修 費 115 ○研修費 115

15 厚 生 費 121 ○人間ドック助成金 121

16 負 担 金 2,557 ○市庁舎維持管理負担金 1,138

補助及び ○公式ホームページ運営管理費負担金 323

交 付 金 ○埼玉県電子入札共同システム負担金 43

○上下水道部人事給与システム負担金 41

○上下水道事業会計間負担金 565

○各団体負担金 447

17 保 険 料 20 ○自動車保険料 20

18 貸倒引当 1,397 ○平成２５年度分不納欠損処理予定額 1,397

金繰入額

7 減 価 1,320,000

償 却 費 1 有形固定 1,173,246 ○有形固定資産減価償却費 1,173,246

資産減価

償 却 費

2 無形固定 146,754 ○無形固定資産減価償却費 146,754

資産減価

償 却 費

(1 営業費用) (6 総係費)
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予 定 額節 備　　　　　　考項 目

8 資 産 10,000

減 耗 費 1 固定資産 10,000 ○有形固定資産除却費 10,000

除 却 費

2 営 業 外 263,479

費 用 1 支払利息 212,551

1 企 業 債 211,321 ○企業債利息 211,321

利 息

2 借 入 金 1,230 ○借入金利息 1,230

利 息

2 雑 支 出 2,836

1 そ の 他 2,836 ○雑支出 2,836

雑 支 出

3 消 費 税 48,092

及び地方 1 消 費 税 48,092 ○消費税及び地方消費税納付予定額 48,092

消 費 税 及び地方

消 費 税

3 特別損失 217

1 過年度損 217

益修正損 1 過年度損 216 ○過年度分下水道使用料過誤納金還付等 216

益修正損

2 過 年 度 1 ○貸倒引当金取崩不足分 1

貸倒損失

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000 ○予備費 1,000

(1 営業費用)
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予 定 額

1 企 業 債 163,000

1 企 業 債 163,000

1 企 業 債 163,000 ○公共下水道整備事業債 93,000

○流域下水道整備事業債 70,000

2 他 会 計 38,000

補 助 金 1 他 会 計 38,000

補 助 金 1 一般会計 38,000 ○一般会計補助金 38,000

補 助 金

3 負担金等 278

1 受 益 者 278

負 担 金 1 受 益 者 278 ○下水道事業受益者負担金 278

負 担 金

4 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1 ○公共下水道区域外流入寄附金 1

資　本　的　収　入　及　び　支　出

 収　　　入 （単位：千円）

項 目 節 備　　　　　　考
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予 定 額

1 建 設 290,681

改 良 費 1 事 務 費 27,842

1 給 料 12,512 ○給料　３人 12,512

2 手 当 8,608 ○扶養手当 468

○管理職手当 1,152

○住居手当 390

○通勤手当 48

○時間外勤務手当 287

○期末手当 3,274

○勤勉手当 2,141

○地域手当 848

3 法 定 6,166 ○職員共済組合負担金 4,210

福 利 費 ○職員退職手当負担金 1,916

○公務員災害補償基金負担金 40

4 報 償 費 68 ○受益者負担金前納報奨金 68

5 被 服 費 47 ○職員貸与被服費 47

6 備消品費 177 ○事務用消耗品等 151

○現場用消耗品 26

7 燃 料 費 60 ○自動車用燃料費 60

8 委 託 料 108 ○受益者負担金管理システム保守業務委託料

108

9 修 繕 費 76 ○自動車点検等 76

10 保 険 料 20 ○自動車保険料 20

2 管 渠 189,843

改 良 費 1 工 事 145,779 ○汚水管渠布設工事 28,458

請 負 費 ○汚水管渠更生工事 101,121

○汚水取付管設置工事 16,200

2 委 託 料 41,904 ○調査等委託料 2,160

○入間市公共下水道管路施設ストックマネジ

メント基本計画及び総合地震対策計画業務

委託料 39,744

3 補 償 金 2,160 ○支障物件移設補償料 2,160

3 流 域 72,996

下水道費 1 流域下水 72,996 ○荒川右岸流域下水道建設負担金 72,996

道事業費

負 担 金

2 企 業 債 797,488

償 還 金 1 企 業 債 797,488

償 還 金 1 償還元金 797,488 ○企業債償還元金 797,488

 支　　　出 （単位：千円）

項 目 節 備　　　　　　考
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 75,058

　減価償却費 1,320,000

　固定資産除却費 10,000

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 148

　長期前受金戻入額 △ 474,000

　受取利息 △ 1

　支払利息 212,551

　未払金の増減額（△は減少） △ 5,319

　小計 1,138,141

　利息の受取額 1

　利息の支払額 △ 212,551

　業務活動によるキャッシュ・フロー 925,591

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 271,179

　受益者負担金等による収入 279

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 270,900

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債 163,000

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 797,488

　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 38,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 596,488

資金増加額（又は減少額） 58,203

資金期首残高 316,763

資金期末残高 374,966

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

平成２９年度 入間市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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法  定

特別職 一般職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2)

15 8 211 30,090 1,218 16,413 47,932 12,589 60,521

(0)

0 3 0 12,512 0 8,608 21,120 6,166 27,286

(2)

15 11 211 42,602 1,218 25,021 69,052 18,755 87,807

(2)

15 8 317 35,295 1,250 21,303 58,165 16,798 74,963

(0)

0 3 0 11,842 0 7,031 18,873 6,085 24,958

(2)

15 11 317 47,137 1,250 28,334 77,038 22,883 99,921

0

0 0 △ 106 △ 5,205 △ 32 △ 4,890 △ 10,233 △ 4,209 △ 14,442

0

0 0 0 670 0 1,577 2,247 81 2,328

0

0 0 △ 106 △ 4,535 △ 32 △ 3,313 △ 7,986 △ 4,128 △ 12,114

＊（ 　）内の職員数は短時間勤務職員を表す

扶 養 管 理 職 地 域 住 居 通 勤 特殊勤務 時 間 外 期 末 勤 勉

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤務手当 手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,032 1,668 2,720 846 582 0 1,281 10,239 6,653

1,056 2,784 3,061 1,236 760 0 906 11,500 7,031

△ 24 △ 1,116 △ 341 △ 390 △ 178 0 375 △ 1,261 △ 378

前 年 度

比  較

手
当
の
内
訳

比
 
 
較

区　分

本 年 度

合 計

資本勘定
支弁職員

損益勘定
支弁職員

合 計
給      与      費

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

区　　　　分

給 与 費 明 細 書

資本勘定
支弁職員

合 計

合 計

職　員　数

 １　総　括

損益勘定
支弁職員

本
 
年
 
度

前
 
年
 
度
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区 分
増減額

（千円）

給  料 △ 4,535 給与改定に伴 109 前年度給与改定に伴う増加分 給料改定率 0.27%

う増減分

昇給に伴う増 416 平均昇給率 1.05%

加分 昇給期 1月

実質昇給人数 7人

その他の増減 △ 5,060 職員構成の変動等による

分

手　当 △ 3,313 制度改正に伴 527 扶養手当 54

う増減分 地域手当 11

時間外勤務手当 6

期末手当 39

勤勉手当 417 年間＋0.1月分改定

その他の増減 △ 3,840 扶養手当 △ 78

分 管理職手当 △ 1,116

地域手当 △ 352

住居手当 △ 390

通勤手当 △ 178

時間外勤務手当 369

期末手当 △ 1,300

勤勉手当 △ 795

 ２　給料及び手当の増減額の明細

増減事由別内訳
 　　　　　（千円）

説     明 備　　　　考

1.6月分→1.7月分

給料改定に伴うはね返り

給料及び扶養手当改定に伴う

給料及び扶養手当改定に伴う

はね返り

はね返り
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　(2)　初任給

高 校 卒 155,800

大 学 卒 184,800

区　　　　　　　　分

２９年１月１日現在

区　　　分

２８年１月１日現在

平均給料月額（円）

技能労務職(円)

155,800

184,800

164,900

 ３　給料及び手当の状況

　(1)　職員１人当たり給与

企　　業　　職

企　業　職（円）
行　政　職（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

334,327

389,798

一 　般 　会 　計 　の 　制 　度

42.2

348,460

平 均 年 齢（歳）

43.4

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

413,629
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＊（ 　）内の職員数及び構成比は短時間勤務職員を表す

　（級別の標準的な職務内容）

100.0

９  級
(0) (-)

0 0

９  級

部長の職
務又はこ
れに相当
する職務企 　業　 職

主事補、
技師補の
職務又は
これに相
当する職
務

主事、技
師の職務
又はこれ
に相当す
る職務

主任の職
務又はこ
れに相当
する職務

主査の職
務又はこ
れに相当
する職務

副主幹の
職務又は
これに相
当する職
務

主幹の職
務又はこ
れに相当
する職務

５　級 ７  級 ８  級

課長、副
参事の職
務又はこ
れに相当
する職務

次長の職
務又はこ
れに相当
する職務

100.0 11

６  級

計
11

区　  分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級

1 9.2 1 9.1

計
(2) (100.0) (1)(1) (100.0)

1 9.2 1 9.1

８  級
(0) (-)

８  級
(0) (-)

2 18.1 3 27.3

７  級
(0) (-)

７  級
(0) (-)

2 18.1 1 9.1

６  級
(0) (-)

６  級
(0) (-)

0 0 0 0

５  級
(0) (-)

５  級
(0) (-)

2 18.1 3 27.3

４  級
(0) (-)

４  級
(0) (-)

1 9.2 0 0

３  級
(2) (100.0)

３  級
(1) (100.0)

(-)

2 18.1 2 18.1

(0) (-)
２  級

(0) (-)
２  級

企 　　業 　　職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

１  級
(0)

区　　　　分

２９年１月１日現在

区　　　　分

２８年１月１日現在

　(3)　級別職員数

企 　　業 　　職

１  級
(0) (-)
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　(4)　昇給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

＊（ 　）内は再任用職員の支給率を表す

職 員 数

職 員 数

区　　　分

本 年 度

前 年 度

一般会計の制度

2.075 2.225

支 給 期 別 支 給 率

有
2.075 2.225 4.30

(1.05) (1.20) (2.25)

有
2.025 2.175 4.20

(1.025) (1.175) (2.20)

4.30

(2.25)
有

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月（月分） 12月（月分）

(1.05)

支給率計(月分)

(1.20)

備　考

本
　
　
年
　
　
度

比　　　率　（Ｂ）／（Ａ）

前
　
　
年
　
　
度

５号給

比　　　率　（Ｂ）／（Ａ）

（Ａ）

（Ｂ）昇 給 に 係 る 職 員 数

７号給

８号給

3

0

8

0

企　　　業　　　職

11

11

0

0

0

0

100.0

11

11

0

2

1

　(5)　期末・勤勉手当

100.0

区　　　　　　　　　　分

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

0

0

号 給 数 別 内 訳

１号給

２号給

３号給

４号給

0

8

0

６号給

号 給 数 別 内 訳

６号給

７号給

８号給

（Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数（Ｂ）
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(％)

市 内 全 域 6 11

区　分

支 給 率 等

20年勤続の 25年勤続の
者（月分）

25.55625 34.5825

備　考

49.59

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

6

一 般 会 計 の 制 度
( 支 給 率 ) ( ％ )

支 給 率

その他の加算措置等
者（月分）

35年勤続の

49.59

（月分）

49.59

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

者（月分）

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 )

最 高 限 度

一般会計の制度との異同

　(6)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　

  住     居     手     当

　(8)　その他の手当　

　(7)　地域手当　

49.59
一般会計
の 制 度

(支給率等)
25.55625

支 給 対 象 地 域

34.5825

　　　　　同　　　　じ

  通     勤     手     当

　　 差   異   の   内   容　　 区　　　   　　分

　　　　　同　　　　じ

　　　　　同　　　　じ

  扶     養     手     当
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継　　　続　　　費　　　に　　　

企 業 債 国庫補助金
建設改良
積 立 金

損益勘定
留保資金

 千円 千円 千円 千円 千円

29 39,744 39,744

30 27,216 27,216

計 66,960 66,960

債　務　負　担　行　為　に　　　

 千円 千円

 入間市水洗便所改造資金融資あっ
 せん制度による資金を融資した金
 融機関に対する損失補償
　　　　　　　（平成２９年度）

 弁済されない元
 利及び遅延利息
 の合計額

 入間市水洗便所改造資金融資あっ
 せん制度による資金を融資した金
 融機関に対する損失補償
　　　　　　　（平成２８年度）

 弁済されない元
 利及び遅延利息
 の合計額

事　　　　項 限　度　額

前年度末までの支払義務発生（見込）額

期　　　　間 金　　　　額

全　　　　　　体　　　　　　計　　　　　　画

１資本的

  支　出

１建  設

  改良費

入間市公共下
水道管路施設
ストックマネ
ジメント基本
計画及び総合
地震対策計画
業務委託

款 項 事 業 名
年度 年 割 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳
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　　　関　　　す　　　る　　　調　　　書

千円 千円 千円 千円 千円 ％

39,744 39,744 59.4

27,216 40.6

39,744 39,744 27,216 100.0

　　　関　　　す　　　る　　　調　　　書

千円

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

備　　考

期　　　　間 金　　　　額

継続費の総
額に対する
進捗率

備　　考

前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生（見
込）額

限度額に同じ 限度額に同じ

当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

契約締結の日から資金利
用者が借入資金返済完了
まで

限度額に同じ 限度額に同じ

下水道事業収益

千円

契約締結の日から資金利
用者が借入資金返済完了
まで
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(単位:千円)

１

(1) 1,348,317

(2) 120,573

(3) 13 1,468,903

２

(1) 85,419

(2) 461,545

(3) 8,658

(4) 359

(5) 73,681

(6) 37,254

(7) 1,315,276

(8) 2,505 1,984,697

515,794

３

(1) 1

(2) 111,416

(3) 296,011

(4) 472,741

(5) 1,009 881,178

４

(1) 236,691

(2) 10,003 246,694 634,484

118,690

５

(1) 201 201 △ 201

６

(1) 1,000 1,000 △ 1,000

117,489

112,917

230,406

平 成 ２８ 年 度 入 間 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

(平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで)

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

営 業 費 用

管 渠 費

流域下水道維持管理費

普 及 促 進 費

委 員 会 費

そ の 他 の 営 業 収 益

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

雑 支 出

経 常 利 益

当年度未処分利益剰余金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額
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(単位:千円)

１

(1)

 イ 56,620

 ロ 34,334,117

△ 2,250,392 32,083,725

 ハ 127,088

△ 26,311 100,777

 ニ 130

△ 117 13

 ホ 66

△ 59 7

 ヘ 55,410

32,296,552

(2)

 イ 2,179,779

2,179,779

(3)

 イ 1,115

1,115

34,477,446

２

(1) 316,763

(2) 139,216

△ 1,546 137,670

(3) 1,216

455,649

34,933,095

平 成 ２８ 年 度 入 間 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(平成２９年３月３１日)

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資

出 資 金

投 資 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金
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３

(1)

 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 7,504,573

7,504,573

４

(1)

 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 797,488

(2) 126,700

(3)

 イ 5,442

 ロ 989

(4) 1,497

932,116

５

(1) 13,919,058

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 897,177 

13,021,881

21,458,570

６

(1) 13,218,224

13,218,224

７

(1)

 イ 25,895

25,895

(2)

 イ 230,406

230,406

256,301

13,474,525

34,933,095

賞 与 引 当 金

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

企 業 債

預 り 金

流 動 負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

未 払 金

引 当 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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平成２８年度 入間市下水道事業注記表 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１.固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

     ♦ 減価償却の方法    定額法 

       ♦ 主な耐用年数 

        構 築 物      ５０年 

         機 械 及 び 装 置   １０～２０年 

        車 両 運 搬 具       ４年 

        工具器具及び備品       ５年 

(2) 無形固定資産 

     ♦ 減価償却の方法    定額法 

       ♦ 主な耐用年数 

        施 設 利 用 権      ３５年 

      

２.たな卸資産 

♦ 種 類    材料 

♦ 評 価 基 準      原価法 

♦ 評 価 方 法     先入先出法 

 

３.引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

埼玉県市町村総合事務組合に加入し、退職手当負担金を負担しているため、退職給

付引当金は計上していない。 

(2) 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
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(3) 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

ける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

(4) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損実績率により回収不能見込額

を計上している。 

 

 ４.引当金の取崩し 

  (1) 賞与引当金 

平成２８年度において、職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、前年度の負

担に属する額として計上していた賞与引当金５，９６０千円の取り崩しを行う。 

(2) 法定福利費引当金 

   平成２８年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出す

るため、前年度の負担に属する額として計上していた法定福利費引当金１，１３６

千円の取り崩しを行う。 

(3) 貸倒引当金 

   平成２８年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、前年度に回収

不能見込額として計上していた貸倒引当金１，２７５千円の取り崩しを行う。 

 

５.企業債の表示区分 

企業債については、貸借対照日の翌日から起算して１年以内に返済期限が到来する

ものを流動負債に分類し、１年を超えて返済期限が到来するものを固定負債に分類し

計上している。 

 

６.当年度未処分利益剰余金 

当年度未処分利益剰余金２３０，４０６千円の内訳は、当年度純利益が１１７，４８

９千円であり、減債積立金を使用して企業債を償還する額が１１２，９１７千円である。 
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７．消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 

Ⅱ．平成２８年度予定貸借対照表に関する注記 

１． 企業債の償還に係る他会計の負担 

企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含

む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５７０，８１４千円である。 

 

Ⅲ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

表示方法 

キャッシュ・フロー計算書は、間接法により表示している。 

 

Ⅳ．セグメント情報 

  当事業は、単一セグメントによって事業を運営しているため、セグメント情報はなし。 
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(単位:千円)

１

(1)

 イ 56,620

 ロ 34,574,696

△ 3,411,489 31,163,207

 ハ 126,963

△ 38,189 88,774

 ニ 130

△ 124 6

 ホ 66

△ 63 3

 ヘ 88,286

31,396,896

(2)

 イ 2,100,614

2,100,614

(3)

 イ 1,115

1,115

33,498,625

２

(1) 374,966

(2) 139,216

△ 1,397 137,819

(3) 1,215

514,000

34,012,625

平 成 ２９ 年 度 入 間 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(平成３０年３月３１日)

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

出 資 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(1)

 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 6,890,426

6,890,426

４

(1)

 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 777,147

(2) 121,381

(3)

 イ 5,442

 ロ 989

(4) 1,497

906,456

５

(1) 13,999,337

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,371,177 

12,628,160

20,425,042

６

(1) 13,369,141

13,369,141

７

(1)

 イ 25,895

25,895

(2)

 イ 192,547

192,547

218,442

13,587,583

34,012,625

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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平成２９年度 入間市下水道事業注記表 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 １.固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

     ♦ 減価償却の方法    定額法 

       ♦ 主な耐用年数 

        構 築 物      ５０年 

         機 械 及 び 装 置   １０～２０年 

        車 両 運 搬 具       ４年 

        工具器具及び備品       ５年 

(2) 無形固定資産 

     ♦ 減価償却の方法    定額法 

       ♦ 主な耐用年数 

        施 設 利 用 権      ３５年 

      

２.たな卸資産 

    ♦ 種 類    材料 

♦ 評 価 基 準      原価法 

♦ 評 価 方 法     先入先出法 

 

３.引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

埼玉県市町村総合事務組合に加入し、退職手当負担金を負担しているため、退職 

給付引当金は計上していない。 

(2) 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に 

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
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(3) 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

ける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

(4) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損実績率により回収不能見込額

を計上している。 

 

 ４.引当金の取崩し 

  (1) 賞与引当金 

平成２９年度において、職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、前年度の負

担に属する額として計上していた賞与引当金５，４４２千円の取り崩しを行う。 

(2) 法定福利費引当金 

   平成２９年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出す

るため、前年度の負担に属する額として計上していた法定福利費引当金９８９千円

の取り崩しを行う。 

(3) 貸倒引当金 

   平成２９年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、前年度に回収

不能見込額として計上していた貸倒引当金１，５４６千円の取り崩しを行う。 

 

 ５.企業債の表示区分 

    企業債については、貸借対照日の翌日から起算して１年以内に返済期限が到来するも

のを流動負債に分類し、１年を超えて返済期限が到来するものを固定負債に分類し計

上している。 

 

６.当年度未処分利益剰余金 

当年度未処分利益剰余金１９２，５４７千円の内訳は、当年度純利益が７５，０５８

千円であり、減債積立金を使用して企業債を償還する額が１１７，４８９千円である。 
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７．消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 

Ⅱ．平成２９年度予定貸借対照表に関する注記 

１．企業債の償還に係る他会計の負担 

企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）

のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５００，６６９千円である。 

 

Ⅲ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

表示方法 

キャッシュ・フロー計算書は、間接法により表示している。 

 

Ⅳ．セグメント情報 

当事業は、単一セグメントによって事業を運営しているため、セグメント情報はなし。 
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